
資料５ 

 横浜都市交通計画の改定について【報告】  

 

１ 現行の横浜都市交通計画 

交通政策は、市民生活に密接に関わるとともに、経済政策、環境政策などとも関連する重要

な政策分野です。 

また、本市のみならず、市民・企業、交通事業者、国等の行政機関も含めて、交通に関する

多様な主体が共通の理念や目標をもって、相互に連携しながら、政策や事業を推進していく必

要があります。 

横浜都市交通計画は、本市の各分野の個別計画と整合を図るとともに、交通政策全般にわた

り、本市における政策目標や、施策の方向性などを提示することにより、関係者との協調した

取組を一層推進し、横浜において、あらゆる側面から持続可能な交通の実現を目指すものとし

て、平成 20年３月に策定しました。 

 

２ 計画改定の趣旨 

計画策定後 10年近くが経過した中で、超高齢社会の到来や東日本大震災の発生、訪日外国人

の増加など社会情勢が変化するとともに、交通政策の側面から国民生活の向上等を目指した国

の交通政策基本計画が策定されるなど、本市交通政策を取り巻く環境が大きく変化していま

す。 

このため、現行の横浜都市交通計画を基本としつつ、新たな社会的な要請を踏まえた計画に

改定していくことを目的とします。 

 

３ 計画改定の検討体制 

 横浜都市交通計画などの本市交通政策の推進に向けては、市民・企業、交通事業者、国等の行

政機関から構成される「横浜市交通政策推進協議会」において、意見交換や情報共有等をしてお

り、部会の一つである計画改定部会から意見を聞きながら、本市として改定作業を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計画改定部会委員構成】 

学識経験者         横浜国立大学理事・副学長 中村文彦  
交通事業者 鉄道事業者代表、一般社団法人神奈川県ﾊﾞｽ協会、一般社団法人神奈川県ﾀｸｼｰ協会 

行政機関 国土交通省関東運輸局、国土交通省関東地方整備局、神奈川県警察本部 
市民 ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進部会長、地域交通部会長 

 

 

 

４ 改定計画の骨子（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後のスケジュール 

平成 30年春に素案を公表し、パブリックコメントを実施します。計画の改定は平成 30年秋

を予定しています。 

なお、策定の過程で節目ごとに常任委員会に説明していきます。 

 
 

現行の横浜都市交通計画（H20） 国の交通政策基本計画（H27） 

基本となる既定計画 
 

建築・都市整備・道路委員会資料 
平 成 2 9 年 ９ 月 1 9 日 
都 市 整 備 局 

【対応すべき課題】 
人口減少・超高齢社会 
グローバル化の進展や都市間競争の激化 
巨大災害の切迫、インフラの老朽化 
地球温暖化 
ICT 技術革新 
東京 2020 オリンピック・パラリンピック  

など 

◎：現行計画と比較して新規・拡充した 

内容を盛り込む予定のもの 

【関連計画】 
横浜市中期 4 か年計画 
横浜市都市計画マスタープラン 
横浜市都心臨海部再生ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 
交通政策審議会 198 号答申   

など 

 

横浜市交通政策推進協議会（H20～） 

地域交通部会 

バス交通部会 鉄道部会 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進部会 

 
計画改定部会 

 
横浜市 意見 

 
改定計画骨子（案） 

 
【基本方針・政策目標】 
基本方針１ 市民生活の質向上につながる交通政策 

◎政策目標１ 誰もが移動しやすい地域交通の実現 

政策目標２ バリアフリーの一層の推進 

政策目標３ マイカー交通から公共交通への転換促進 
 

基本方針２ 都市の成長を支え魅力を高める交通政策 

政策目標４ 移動の円滑化に向けた体系的な交通ネットワークの形成 

政策目標５ 横浜の競争力強化に資する広域ネットワークの形成 

◎政策目標６ 都心臨海部を楽しく快適に回遊できる多様な交通手段の提供 
 

基本方針３ 持続可能で安全・安心な都市づくりに寄与する交通政策 

政策目標７ 環境と調和した交通施策の推進 

◎政策目標８ 交通インフラの強靭化と長寿命化 

◎政策目標９ 日常生活を安全・安心に移動できる交通環境の整備 

 

【目標年次】  

2030年頃 
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